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危険空家等対策事業 

 

○ＧＩＳを活用した空き家情報の管理 

・空き家の解体情報等をＧＩＳ上で管理 

・庁内空家等対策関係部署で情報を共有 

○空き家管理指針の周知・啓発 

○空き家管理事業者 

登録・紹介制度 
R６．３月末 4１社登録 

 

①発生の抑制 
（空き家化の予防） ②利活用の促進 ③適正管理の促進 ⑤跡地の活用 

危険空家等対策事業 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 [関連対策事業] 

（移住推進課） 
・空き家バンク[H27～R6.3 末実績] 

登録：４４６件 成約：３３４件 
・移住者空き家改修等補助事業 
事業費 改修補助１４，０００千円 
大都市圏 補助率 3/4 
子育て世帯    上限 1,600 千円（3 件） 
子育て世帯以外 上限 1,000 千円(3 件) 
市街化区域    上限 500 千円(1 件) 

大都市圏外 補助率 2/3 
子育て世帯    上限 1,600 千円(2 件) 
子育て世帯以外 上限 1,000 千円(2 件) 
市街化区域    上限 500 千円(1 件) 

事業費 家財道具処分７，５００千円 
 補助率 10/10(10 万円以下) 3/4(10 万円超) 
 市街化区域 上限 150 千円（10 件） 
 その他区域 上限 300 千円（20 件） 

・空き家でお試し移住事業 
事業費 ５，１００千円 

[関連対策事業] 

○住み続けるための支援 
・木造住宅無料耐震診断 

[H17～R5実績] ３，８７３件(R5+220) 
事業費 ２，４７８千円（３５０件） 

・住宅耐震改修事業補助金 
[H17～R5 実績] ９０４件(+32) 

 事業費１０５，０００千円（７０件） 
補助率 4/5 上限 1,500 千円  
低所得者上乗せ補助 
補助率１/10 上限 200 千円 

[ﾊﾞﾝｸﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ] 
 

 跡地利用 除却 

管理不全空き家（放置） 空き家（利活用可・適正管理） 

使用中 空き家状態 

[５つの取組方針による施策を支える] 

「長野市空家等対策計画」（Ｈ30～Ｒ８）に基づき、空家等対策に関する様々な施策を実施している。 

Ｒ６「危険空家等対策事業」は、Ｒ４拡大事業とＲ５新規事業を継続実施するほか、空家法改正に伴う対応やＲ７空家等実態調査の事業化の検討を行う。 

危険空家等対策事業 

 

[老朽危険空き家解体事業補助金活用事例] 

○特定空家等の緊急安全措置（１４節）
所有者不明の特定空家等 
に対し緊急安全措置（１件） 

事業費 ７００千円  

 
解体 [H30～R5 実績] １２０件(R5：28 件) 

特定空家等を解体する費用への補助金 

（国費：空き家対策総合支援事業 1/2） 

・老朽危険空き家解体事業補助 
補助率1/2 上限1,000千円（25件） 

・低所得者の上乗せ補助 
補助率1/10 上限200千円（18件） 

事業費 ２８，６００千円 
○所有者不明土地・建物管理制度等を活用

した管理不全空家等の解消（１１節ほか） 

所有者不明の管理不全空家等の解消を図る 

ため、令和５年４月民法改正により新設された 

「所有者不明土地・建物管理制度」等を活用し  

裁判所へ財産管理人等選任の申立てを行う 

 

・裁判所申立て費用（１件） 

事業費 １，０２４千円 

R5 新規 

[所有者不明空家等] [R１居町解体状況] 

 

 

○空き家ワンストップ相談会の実施（８節） 

空家等の利活用や管理、相続の相談などワンストップ 

で対応できる協定に基づく複数の専門家による相談会 

・報償費７千円：６名×４回/年 事業費 １６８千円 
 

○パンフレットによる情報提供（１０節）  

改正空家法や改正民法等を反映した                     

パンフレットを配布し周知啓発を行う 

・追録パンフレット作成：１万部 

事業費 ５５千円 （４５千円 Down）     

○空き家出前講座の開催（１３節） 

高齢者が多く集まる場に出かけ相続や管理 

責任・支援策等の啓発の実施 

・使用料資料印刷：200部 

事業費 ６９千円 （１９千円 UP） 
[ワンストップ相談会] 

○空家等対策協議会（７節） 

空家等対策や特定空家等への措置に 

関する協議を行う （協議会委員１２名）

本年度は第４期委員の改選有り 

・報償費７千円：８名×３回/年 

事業費 １６８千円 

○専門家団体と連携した所有者の特定（１２節） 国費：社資交 1/2 

特定困難な所有者相続関係調査を司法書士会に委託 

・所有者相続関係調査：５件  事業費 ４００千円 

空家等対策の施策を支える事業 危険空家等対策事業 

[パンフレットイメージ] 
 

○会計年度任用職員人件費,需用費, 

役務費等（１,３,４,８,10,11,18 節） 

事業費 ３，１７８千円 （１３９千円 UP） 

 

Ｒ６事業費：35,362 千円    
 Ｒ５事業費：35,249 千円    

（113 千円 UP） 

○市民への情報発信 
所有者や家族に空家等になる 

前の段階から発生の抑制・適切 

な管理、活用の判断の迅速化を 

周知・啓発 
・空き家対策関係部局、福祉部局、協定団
体等の窓口にパンフレットなど配置 
・死亡届出時に配付する「おくやみハンド 
ブック」に掲載 
・市民が集まる場所やイベントで周知啓発 
・市政ラジオなどを活用した周知啓発 

（商工労働課） （R5:12 件） 
・まちなかパワーアップ空き店舗活用事業補助金 

事業費 ７，２００千円 

（まちづくり課） 
・中心市街地遊休不動産活用事業 

事業費 ４，０００千円 

[空き店舗活用事例] 

[ながの門前まちあるき] 

R4 拡大 

 
利活用 [H30～R5 実績] ７件(R5：0 件) 

1年以上未使用の空き家を解体後、1年以内 

に住宅や店舗を建設する費用への補助金 

・空き家解体跡地利活用事業補助 

補助率２／10 上限1,000千円（１件） 

事業費 １，０００千円 

[総合ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ] 

[耐震改修事例] 

○空 き家 解 体 ・利 活 用 事 業 補 助 金 の交 付 （18 節 ） 
 

特定空き家 
 

空き家化前  新たな建物等 

R6 拡大 

R6 拡大 

空家等対策の取組と危険空家等対策事業 

 

 

[管理ﾘｰﾌﾚｯﾄ] 
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